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「日弁連の役割」の社会的構築
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1
. 本稿の 目的

本稿は ､ 1 98 5 年の 第102 国会にJ = 程された ｢ 国家秘密に係る ス パ イ行為

の防止に関する法律案+ ( 以下 ､ こ の 修正法案とともに国家秘密法と略称

する
( 1 )
) に つ い て ､ 日. 本弁護士連合会 ( 以下 ､ 日弁連と略称する) が19 87

年の 総会で反対決議を行 っ た こ とに対 して提起された同決議の無効確認訴

訟にお い て ､ 原告と被告 ･ 日弁連との間で展開された主張を検討する ｡ そ

して ､ こ の訴訟を通して , 日弁連 の自己像が い か に して提示され ､ 維持さ

れ て い たかを明らか にする ｡ それ に より ､ こ の訴訟を通して提示された日

弁連の自己像が ､ 日弁連が こ の 間題が発生する以前か ら持 っ て い た自己像

が訴訟にお い て提示されたもの だと理解するよりも ､ 日弁連が訴訟を始め

とする
一 連 の 運動を通 して自己の主張を展開したり ､ 原告の 主

■

張に反論し
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たりする中で自己像が構成されたの だと理解する方が妥当なこと･.-を示す ｡

弁護士法45 条は日弁連 の役割を ｢ 弁護士会及び弁護士の指導 ､ 連絡及び

監督に関する事務を行うこと+ と規定して い る ｡ 日弁連は こ の規定に基 づ

い て ､ 会員たる弁護士 の綱紀 ･ 懲戒や資格審査 などの 活動を行 っ て い る が ､

こ の ほかにも ､ 再審事件を支援したり ､ 刑法改正や拘禁二法に反対したり ､

消費者や高齢者 ､ 障害者の権利確立 の た め の 運動をするなど ､ 様々 の活動

を行 っ て い る
(2 )
｡ 日弁連によるその ような活動の中には ､ 先 に挙げた例0)･

ような社会的弱者の権利確立の ため の運動の ように ､ 日弁連がその活動を

行うことに つ い て ､ 会員 の ほとんどが正面から反対しな い と思われる
L もの

も少なくな い ｡ だ が ､ その
一

方で は ､ 核兵器↑ の反対運動の ように ､ 弁護

士 の 間でも政治的立場 によ っ て 意見が異なる問題にも日弁連は取り組ん で

い る ｡ そ して ､ この ようを政治的立場によ っ て意見が異なる甲題に日弁連

が取り組むことに つ い て は ､ 日弁連が弁護士 の 中からの批判も少なくな い ｡

日弁連 の こうした活動 に対する批判 の
一

つ が ､ 日弁連が国家秘密法案 へ の

反対運動を行 っ た ことに村して ､ 会員 の弁護士から提起された総会決議無

効訴訟である ｡

国家秘密法案は ､ 外交 ･ 防衛上の秘密の保護を目的とするも の と して ､

19 80 年から自民党によ っ て断続的に試案が発表された後
(3 )

､ 1 98 5 年6 月 6

日 に第10 2 国会に提出され た ｡ だが ､
こ の 法案は国民 の 知る権利を大幅に

制限するおそれ がある と批判され ､ 第10 3 国会で廃案にな っ た ｡ だが ､ 自

民党ス パ イ防止法制定に関する特別委貞会は19 86 年に ｢ 防衛機密を外国に

通報する行為等の防止 に関する法律案+ と名称を改めた修正案を作成 した ｡

こ の修正案は自民党内の政務調査会で桑認されたもの の ､ 総務会では採決

に至らず､ 政務調査会預かりとな っ た ｡ その後､ 自民党が この 法案を国会

に提出する こ とを断念した こと で ､ こ の国家秘密法をめ ぐる問題は収ま っ

た ｡ こ の 間､ 国家秘密法の立法化を目指す
一

挙の動きに対して , 日弁連は

人権擁護大会や定期総会で反対決議を採択したり ､ 国会議員に働きかける

などの活発な反対運動を行 っ て
J
い た
( 4 )
｡
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こ の国家秘密法案は防衛秘密をその保護の対象に加えており､ 自衛隊を

認めるか どうかと いう政治的立場と密接に関わるもの であ っ た こ とから ､

日弁連が同法案に反対する こ と に は批判的な弁護士も少なく
■なか っ た と思

われる ｡ 198 7 年の 日弁連の定期稔会で国家秘密法案に対する反対決議が採

択されたの に対して ､ 1 989 年 に1 11 名の弁護士 によ っ て同決議の無効確認

を求める訴訟が提起された ｡ 日弁連 に よる同法案 へ の 反対活動は憲法が保

障して い る会員の思想 ､ 良心 の自由を侵害するも の である こ と ､ 国家秘密

法に反対する 日弁連 の子吉動は日弁連 の 目的の 範囲を逸脱して おり ､ それ に

もかかわらず日弁連の決定が会員を拘束する の は違法だと いう ことを理由

とするも の であ っ た ｡

以上 の ような経緯で こ の 訴訟が提起された こ とか ら ､ 日弁連 の活動の範

囲 政治的立場によ っ て意見が異なると いう意味 で政治と密接に関わる

法案に反対する こ と は日弁連の活動範囲として認められるか

連 の決議の会貞に対する拘束力の有無

や ､ 日弁

日弁連絵会の決議は会員たる弁

護士 に対する拘束力を有する の か ､ 有すると したらどの程厚か
- と い っ

た こ と が ､ こ の 訴訟の争点とな っ た ｡ こ れ ら の 問題 は日弁連 の あり方に密

疲に係わる問題 であ っ た た め ､ 原告と被告はとも に訴訟過程で答弁書や準･

備書面な どを通 して自分たち の主張を行う中で ､ 社会 における日弁連 の あ

り方に言及する こ と にな っ た ｡ それ ゆえ ､ こ の 訴訟における原告と被告の

主張を見れ ば､ こ の 訴訟を通 して ､ 日弁連 の あl) 方が い かなるもの と して

位置づ けられ て い た かを明らかにする こ と が できる ｡

本稿が分析の対象とする の は ､ こ の 訴訟 に お い て 日弁連が提出した書面

を通して提示された日弁連の自己像で ある ｡ その ような日弁連の自己像は ､

日弁連会員の 大多数にお い て ､ ある い は 日弁連 の執行部にお い て ､ 日弁連

のあり方に つ い て の何らか の 共通 したイメ
ー ジがあり ､ それが訴訟を通し

て提示された の だ と理解されるかもしれな い ｡

だが ､ 日弁連がもともと何らか の自己像を持 っ て い て ､ その自己像がこ

の訴訟 の 中で提示されたの だと いう理解には疑問がある ｡ 日弁連は19 80 年
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から3 年間にわた っ て弁護士自治や会内合意のあり方をテ ー マ と して司法

シ ン ポジウム を開催した ｡ こ の 一 連の 司法シ ン ポ ジウ ム で は ､ 弁護士自治

の 及ぶ範囲や日弁連を含む弁護士会の会内合意の会員 へ の統制力などに つ

い て議論され て い たが､ その ときの記錬集によれば､ 弁護士会の 間で
⊥

致

し
■
た見解は見られなか っ た ように思われる ｡ こ の こと は日弁連に つ い て の

い て の単
一 の 自己像 ､ あ る い は 日弁連の役割に つ い て ､ 会貞 の間 で共通 の

イ メ ー

ジがな どはなか っ た可能性を示唆して い る ｡

ま た ､ 日弁連の執行部の選抜方法や任期の面から考えても ､ 特定の 日弁

連像があると考える ことは困難である ｡ 日弁連の執行部は会長や副会長､

事務総長な どで構成されて い る が ､ ? 年任期の会長は会員による選挙で選

ばれ ､ 1 年任期の副会長は各弁護士会連合会の代表者が選ばれ ､ 一事務総長

は会長によ っ て
一

本釣り で選ばれる ｡ こ の ように日弁連の執行部の主要な

ス タ ッ フ は選挙や会長による
一

本釣りで選ばれる上に ､ 任期が 1 ､ 2 年間

セあり ､
ほぼ全員が短期間で入れ替わ っ て しまう ｡ こ の よう 別犬態にお い

て ､ 仮に 日弁連 の執行部の 間で共通した日弁連の役割に つ い て の イメ ー ジ

が できたとして も ､ それを安定的に推持し続ける こ と は困難で ある ｡ また ､

こ の国家秘密法が問題にな っ た時期に つ い て言うならば､ 1 986 年に日弁連

会長選挙によ っ て神戸弁護士会出身の北山六郎が会長に選ばれたが ､ それ

は ､ こ れま で の 日弁連会長経験者の ほとん どが推薦して い た児島平を破 ?

て の こと であ っ た ( 高尾 19 92) ｡ こ の こ と は ､ それま で の日弁連の 執行

部が ､ 日弁連の あり方に つ い て の何らか の イメ -■ジを持 っ て い た と しても ､

北山六郎が会長にな っ た こ と に よ っ て ､ 断絶が起 こ っ た 可能性を示唆する ｡

と いうの は ､ 中坊公平が日弁連会長だ っ たときに ､ 会長が率先して 司法試

験改革を始め とする司法改革に取り組むことで反対の 意見も多か っ た司法

或験改革を行 っ た ことに顕れて い る ように ､ 日弁連にお い て会長の方針や

姿勢は会の主要な政策に少なからず影響を及ぼす｡ そ して ､ こ の ような日

弁連の主要な政策の 変化は ､ 日弁連 のあり方に つ い て の イ メ + ジにも影響

すると考えられるからである ｡ それゆえ ､ 仮 に日弁連が何らかの自己像を
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持ち得たとして も ､ その ような自己像が安定的 ､ 継続的に維持される の は

困難だからである ｡

こ れ に対して ､ 本稿は ､ 日弁連が こ の訴訟の 中で提示した自己像は日弁

連が訴訟に先立 っ て も ともと持 っ て い たもの で はなく ､
こ の 訴訟の過程で

原告と被告日弁連が ､ 互 い に自己の考えを主張したり ､ 相手の主張に反駁

したりする中 で構成されたもの だと捉える ｡ そして ､ 訴訟を通 して提示さ

れた日弁連の 自己像を ､ こ の ように理解する方が妥当である こ とを示す｡

2
. 分析の方法 社会構築主義とは何か

日弁連が こ の総会決議無効確認訴訟を通 して提示して い た自己像は ､ 日

弁連が訴訟 に先立 っ て 持 っ てレナたも の で はなく ､ 日弁連が訴訟の 中で準備

書面やその他の文書を通 して ､ 自己の見解を主張したり原告の主張に反駁

したりするなか で作られた の だと いう日弁連 の自己像 に対する本稿の理解

は ､ 社会構築主義 ( s o ci al c o n st r-u c tio nis m ) の 分析視角に基づ い て い る ｡

社会構築主義とは ､ キ ツ セ & ス ペ ク タ
ー

(19 90) に は じまる社会学理論

の 一 つ で ある ｡ キ ツ セ とス ペ ク タ ー は､ 社 会問題
( 5 )
は社会の ｢ ある種の状

態+ なの で はなく ､ ｢ なん らか の想定され た状態に つ い て苦情を述 べ ､ ク

レイ ム を申し立て る個人や グル
ー プの活動+( キ ツ セ & ス ペ ク タ

ー 19 90 :

1 19 頁) によ っ て構築される の だと考える ｡ 例 え ば ､ 少年犯罪が激増 して

い る と いう状態 社会の ｢ ある種 の状態+ にあるから ､ それ が ｢ 社

会問題+ になる の で はな い ｡ ｢ 少年犯罪が激増して い る+ と いう想定され

た状態 したが っ て実際に ｢少年犯罪が激増して い る+ 状態にあるかど

うかは問わな い に つ い て ､ それが間老 であるとか ､ 何らかの対策を立

てなければならな い と人 々 が主張したり
1

6
, そ の ような ｢状態+ に対処す

るため に ､ 人々 が防犯 パ ト ロ ー ル や 防犯 マ ッ プの作成などの活動をする こ

とを通して
(7 )

､ ｢ 少年犯罪が激増 して い る+ と い う ｢ 想定された状態+ が

｢社会問題+ と して構成されると いうの である ｡-
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つ まり､ ｢ 社会問題に固有の社会状態と い うも のが実在するわけではな

く､ それらに実在を想定した上 で の社会の 反応の仕方 (非難､ 評価 ､ 定義

活動など) によ っ て事実性が付与され+ ると いう の である ( 北洋 2 0 02 :

22 頁) ｡ そ して ､ その ような ｢ 社会の 反応 の仕方+ に よ っ て事実性 が付与

された行為や状態を ｢社会問題+ と呼ぶと考える ｡

｢ 社会問題+ を･こ の ように捉える社会構築主義の ス タ ン ス に立 つ ならば､

追求 され る べ き研究課題は ､ ｢ 少年犯罪が激増 して い る+ か どうか ､ ある

い は ｢ 少年犯罪が激増 して い る+ の はなぜか ､ と い っ た社会が ｢ ある種の

状態+ にあるか どうか ､ ある い は ｢ ある種の状態+ にある こ との原因は何

か ､ を明らか にする こ と で はな い ｡ .なぜ ならば､ ｢ 少年犯罪が激増して い

る+ と いう ｢ ある状態+ が客観的に存在して い るかどうかを社会構築主義

は問わな い か ら である ｡

社会構築主義にと っ て探求す べ き研究課題は ､ ｢ 少年犯罪が激増して い .

る+ と主張したり ､ 防犯 マ ッ プの作成や防犯 パ トロ ー ル 活動などの ように

｢少年犯罪の 激増+ に村する対策をとると い っ た ､ ｢ 社会問題+ に対する

ク レイ ム を申し立て る個人や グル ー プによる言動その もの をデ ー タ と して

用 い て ､ ｢社会問題とその具体的な事例が解釈と レトリ ッ クを通じて どの

よう に達成されたかを記述し比較する+ こ と ( ミ ラ ー & ホ ル ス タイ ン 2 0

00 : 1 26 頁) ､ つ まり ｢少年犯罪が激増して い る+ と い うリアリ テ ィが ､
い

かにして ｢社会問題+ と して構成されたかを記述する ことにある
(8 )
｡ この

ように言語によ っ て 世界が い か に構成されるか に注目する の は ､ 言語 の意

味は ､ それ自体として確定して い る の で はなく ､ それ が語られる状況や相

互作用 の 中で ､ そ の 意味が構成される と考えるため である ｡

この ような社会構築主義研究は ､ バ
ー

によ れば､ だ い た∨､次の ような特

徴を持 っ て い る ( バ ー 1 99 7 : 7 - 12 頁) ｡
一

つ は ｢ 反 一

本質主義+ で あ

る ｡ ｢ 社会的世界は ､ 社会過程の所産である の で ､ 世界や人びとには何ら

か の決享っ た ､

一

定の 特質はありえな い+ と い う こ
‾
とで ある ｡ こ れ は ､ 先

に述 べ た ｢ ある種の状態+ が実在するかどうかを問わな い と いう こ とを意
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味する ｡ こ の ため ､ 社会構築主義の ス タ
‾
ン ス に立 つ こと は ､ 日弁連の自己

像がもともと存在して い る ことを想定しな い ことを意味する ｡

二 つ 目は+ 社会碍築主義は ｢ 世界 の われわれの 理解の仕方は ､ 客観的実

在から一生まれてくる のやまなく ､

･ ･ ･ ･ ･ ･ ( 中略) ･ ･ - ･ 人びと に考え方､ 彼ら

に意味の枠組みを与えるその カ テ ゴリ
ー

や概念､ それらが ､ 彼らの使う言

語によ っ て与えられる+ と考える こ と である ｡ つ まり ｢ある種の状態+ に

つ い て の 人 々 の 理解は ､ その ような状態が客観的に実在する こ とから生ま

れる の で はなく ､ その ような状態をめ ぐる概念やカテ ゴリ
ー

を ど､ 人々 が

使用する こ とばから生じると いうの である ｡ 本稿に関連させ て言うならば､

訴訟 で提示された日弁連像は ､ その ような日弁連像が客観的に実在する こ

とから生まれたの で はなく ､ 訴訟をめぐる当事者の やりとりの 中で用 い ら

れる言語によ っ て 生じると いうの である ｡

三 つ 目 に ､ 社会構築主義は ｢ 人び との 間 の 日常的相互作用
- - ( 中略)

- -

-
･

.
を､ われ わ れ が自明祝する知識の諸形態とそれらに付随する社会現象

をさか んに生み出すもの と して見+ ､ ｢ 人 びと が互 い に話し合うとき ､ 世

界は構築される+ と考える ｡ これ は ､ ｢ 実在を想定した上 で の社会の反応

の仕方によ っ て事実性が付与される+ と いう こ と である ｡ 社会構築主義の

二 つ 目の特徴で は ､ 人々 の 用 い る概念やカ テ ゴリ
ー が ､ 彼らの使用する言

語から生じると述 べ てお い た ｡ その ような枚念やカテ ゴリ
ー

に よ っ て 世界

が構成されると いうのが ､ こ の 三 つ 目の特後にあたる ｡ 日弁連が準備書面

等の 中で自己のあり方に つ い て語る こ と は自己像を構成する行為であり ､

｢ 語り+ を通 して自己像が構成される と い う立場を社会構築主義はとる の

である ｡

こ の ような社会構築主義は ､ ｢ あら ゆ る知識形態が+ ｢ 時代 一 拘束的 で ､

文化
一

拘束的+ なも の だ と捉える ｡ あらゆ る知識形態はそれが客観的に実

在する こ とから生 じるの で はなく ､ ｢ 人 び との間の 日常的相互作用+ によ

っ て 世界が構築されるから である ｡ 本稿 で検討する総会決議無効訴訟 にお

い て構成された日弁連像に つ い て言うならば､ この訴訟を通して構成され
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た日弁連像は不変的なもの で はなく , その とき どき日弁連を取り巻く環境

や弁護士達の文化に規定され
■
ると いう ことを意味して い る ｡ つ まり､ 日弁

連が自己の あり方に つ い て 言及する こ とを通して構成される日弁連の自己

像は ､ それ が い つ ､
い かなる環境にお い て ､ どの ようなもの ごと に対処 し

ようとする中でそれが語られた の か によ っ て異なり得る の である ｡

Ⅱ . 稔会決議無効訴訟を通して構成された日弁連像

1 . 日弁連の 目的

この訴訟を通して の原告と被告の主張の村立点の
一

つ は ､ 日弁連の 目的

であ っ た ｡ 国家秘密法案に反対する こ と が 日弁連 の目的を逸脱して おれば､

その ような内容の総会決議を日弁連が行 っ た ことの正当性が否定されるか

ら である ｡

原告が本件訴訟の訴状 にお い て ､ 国家秘密法に反対する日弁連の総会決

議を無効だと主張した際に挙げた根拠は ､ 日弁連 の設立や目的に関する弁

護士法の規定で あ っ た ｡

法人 は ､ 当該法人の 目的の範囲内の行為に限 っ て行うことが できる こ

と は
'
い うまでもなく ､ 被告日弁連の な し得る行為は ､ 前記の とおり弁護

士旗第4 5 条第2 項所定の ｢弁護士の使命､ 及 び職務にかんがみ ､ その 品

位を保持し､ 弁護士事務の改善､ 進歩を図るため ､ 弁護士及び弁護士会

の指導､ 連絡及び監督に関する事務+ を遂行するの に必要な範囲の行為

に限定されて い る ｡ / すなわち＼ ス パ イ防止法制定の 可否と いうような ､

･ - - ( 中略) ･ - - 各個人の思想 ､ 心情及び政治的立場の総意により大き

く意見の分かれる問題 に つ い て は ､ ･ ･ ･ ･

二
･ ( 中略)･ ･ - ･ ･ 被告日弁連の名

■
に

於い て ､ 多数決でその意思を決定し､ 或い は ､ これを表明する ことは許
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されて い な い の である｡ ( 訴状 (198 9 . 4 . ll)
` 9 '自弁連 1 98 9 a : 1 58 頁)

(原文で は改行して段落を分けて い る箇所に/ を入れた)

こ こ で は ､ 弁護士法の規定をもと に して ､ 国家秘密法に反対する日弁連

の活動が ､ 日弁連の 目的外活動にあたる ことが主張されて い る ｡ それは次

の ようにしてである ｡
一

般 に法人の 活動は当該法人の目的の範囲印こ限ら

れる ｡ 日弁連の場合 ､ 日弁連の法人目的とは ､ 弁護士法4 5 条2 項に定める

日弁連の 目的がこ･れ にあたる ｡ 同条は ､ 日弁連の 目的に つ い て ､ ｢ 弁護士

及び弁護士会の指導､ 連絡及び監督に関する事務を行う こと+ と定める ｡

それ ゆえ ､ 日弁連の 法人と して の 目的は ､ ｢ 弁護士及び弁護士会の指導､

連絡及び監督に関する事務+ やその ｢ 遂行 に必要な範囲の行為+ に限られ

る ｡ 国家秘密法 へ の賛否を決する ことは ｢ 弁護士及び弁護士会の指導､ ･ 連

絡 ､ 監督に関する事務+ の ｢ 遂行に必要な範囲の活動+ にはあたらな い か

ら､ 嘩会決議の対象とする ことは認められな い し, またそれを ｢ 表明する

ことは許され て い な い+ と いうの である ｡ こ こ で は ､ 原告は ､ 弁護士法4 5･

条の定める目的の範囲内で活動する役割存在として日弁連像を提示して い

た ｡

一

方､ 日弁連も弁護士法45 条を基 にして 日弁連の役割を論じては い たが ､

原告とは異なる結論に達して い た ｡

日弁連 の目的の範囲を明らか にするため に は ､ 法1 条 に示された弁護

士の使命な い し同法の目的に沿 っ て , 同法4 5 条2 項を解釈しなければな

らな い ｡ - ( 中略)
-

日弁連 の 目的の範囲は ､ 同法における ∵ 条の指導

的､ 中核的意義から当然に導き出されるとこ ろ である ｡ そうだとすれば､

日弁連の 目的が ｢ 弁護士及び弁護士会に対する指導､ 連絡及び監督+ に

限定される趣旨と解する べ きで はな い ｡ また ､ 法4 2 条2 項の ｢ 建議や答

申+ が ､ 原告らの主張するよう に付随的に認められて い るも の でもな い ｡

(答弁書 (1 9∂9 . 6 . 2∂) 日弁連 1989 a : 16 5 頁)
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こ こ で はまず､ 日弁連 の 目的の範囲は弁護士法1 条の規定や弁護士法の

目的に沿っ て理解される べきも の である ことが主張される ｡ 弁護士法1 条

は ､
.
｢ 弁護士は ､ 基本的人権を擁護し､ 社会正義を実現する こ とを使命と

する+ と言匿っ て い る ｡ 日弁連は弁護士の 強制加入団体であり ､ す べ ての弁

護士は日弁連た加入して い るから ､ こ の弁護士法1 条に いう ｢ 基本的人権

の擁護+ や ｢ 社会正義の実現+ と いう弁護士 の使命は ､ 日弁連 の使命とし

て位置づける ことも可能である ｡ こ羊で は ､ こ の こ とを前提と して ､ 弁護

士法1 条を同法にお い て ｢ 指導的､ 中核的意義+ を持つ もの と位置づけ ､

日弁連の 目的が同法 1 条に別して理解される べ きもの と して提示され て い

た ｡ こう して弁護士法1 条が言匝う ｢ 基本的人権を擁護し､ 社会正義の実現

する こ とを使命と+ し､ そ の ため の活動を行う存在として の 日弁連像が提

示され て い た ｡

こ の ように原告と被告日弁連はともに弁護士法を根拠としながらも ､ 対

照的な日弁連像を提示して い た ｡ 日弁連 の あり方をめ ぐる こ れら対照的な

日弁連像を提示する こ と は ､ い か に して 可能にな っ た の であ ろうか ｡

2
. 政治活動とは何か

こ の訴訟で は ､ 日弁連が国家秘密法に反対する こ と が政治活動にあたる

かどうかが焦点の
一 つ にな っ た ｡ 日弁連は公法人として の 目的外活動は許

されて い な い た め ､ 日弁連が国家秘密法に反対する ことが政治活動と して

位置づけられれば､ それは 日弁連の 目的外活動にあたる ことになり ､ 総会

決議の妥当性に疑問が生じる可能性があ っ たからである ｡ これ に つ い て 原

告は次の通り主張して い た ｡

ス パ イ防止法制定の是非を巡る論議は ､ 各個人の政治的立場によ っ て

自ずと異なるも の であり ､ 被告日弁連がなした結論 の内容は ､ ｢ ス パ イ
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防止法制定反対+ との政治的立場によるも の である こ と は明白
･ - - ( 中

略) ･ ･ - ･被告日弁連の ｢ 国民の基本的人権の擁護の立場から反対+ と の

建前論にも拘わらず､ 右稔会決議並びにその提案理由の内容は ､ 同被杏

が ､ 独立国として ､ 我が国の 防衛その もの を認めな い立場に立ち､ 従 っ

て ､ 当然 ､ 防衛秘密保護の必要もな い との立場 - ｢ 政治的立場+ からの

発言としか考えられな い もの である ｡ ( 訴状 (19 89 . 4 . l l) 日弁連 1989

a : 1 58 頁)

こ こ で はまず､ ス パ イ防止法すなわち国家秘密法の制定の是非をめぐる

議論が ｢ 各個人の政治的立場 に よ っ て自ずと異なるも の であ+ る こ とが指

摘される ｡ こ の こ と は ､ こ の 間題が各個人の政治的立場と密接に関わる問

題 である こ とを意味する ｡ 次 い で ､ 日弁連が国家秘密法案に反対する際に ､

そ の根拠と して挙げて い た ｢ 国民 の基本的人権の擁護+ は ｢ 建前論+ で あ

り ､ 日弁連 の決議や提案理由は ｢ 独立国と して ､ 我 が国 の防衛そのも のを

認めな い 立場に立+ っ て おり､ ｢ 防衛秘密保護の必要もな い+ と い う政治

的立場に立 つ も の で ある こ とが指摘される ｡ 弁護士は弁護士法 1 条によ っ

て ｢ 基本野人権の擁護+ を使命として い る た め ､ ｢ 国民の基本的人権の擁

諺+ と いう法的理念に基 づく主張は ､ 正面 か ら反論する こ との困難な主張

であ っ た ｡ それ に対して ､
こ こ で は ､ 日弁連が主張する ｢ 国民の基本的人

権の擁護+ と いう法的理念に基 づく主張が ､ ｢ 建前論+ と して位置づけら

れ て反論され てし? た ｡ ｢ 国民 の 基本的人権の擁護+ と いう弁護士法第 1 条

に言匿われた理念を根拠とする 日弁連の主張が ｢ 建前論+ で ある と いう こ と

は ､ この 間題を論じるにあた っ て ､ 日弁連が主張するような法的理念に依

拠 した ｢ 建前論+ は問題 の本質で はなく ､ 本当の 問題は ｢建前論+ の奥に

ある ｢本音+ の部分 であり ､
この
‾
｢ 本音+ の部分 こそが考慮すべ き問題で

ある こ とを示唆する ｡ こう して ､ ｢ 基本的人権の擁護+ と い う法的理念に

依拠する日弁連の決議や提案理由などの主張は ｢建前論+ にすぎず､ ｢ 本

普+ の部分 で は ､ ｢ 独立国として ､ 我が国の防衛その ものを認めない 立場
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に立ち ､ 従 っ て ､ 当然､ 防衛秘密保護の必要もな い と の立場 - 『政治的立

場』 からの発言+ で ある と位置づけらる ことにな っ た ｡ ｢ 政治的立場+ か

らの発言は政治的発言であるから､ その ような発言は政治活動の
一

種だ と

考えられ ､ 日弁連の目的範囲を越えて しま い ､ 日 新劃才その ような ｢ 政治

的立場に立 つ+ 活動は許されな い ことになる ｡ こう し て ､ ｢ 国民の基本的

人権の擁護+ と いう法的理念に依拠した日弁連の主張に正面から反論する

の で はなく ､ そ の ような日弁連 の 主張が ｢建前論+ にすぎな い もの で あり ､

その本音の部分と でも言う べ きもの が ｢ 政治的立場+ から-の発言だと位置

づ ける羊とにより ､ 国家秘密法 へ の賛否の ような ｢ 政治的立場+ _ に関 わる

問題は ､ 日弁連が扱うこ との 許されな い 問題と位置づけられる ことにな っ

た の であ っ た ｡

一 方､ 被告の 日弁連は こ れとは別の方法で政治的活動を位置づ けて い た ｡

仮に何らか の意味で政治的要因を含む問題 に つ い て ､ それを取り上げ

る ことが政治活動であると いうの であれば､ 法
⊥
条の使命に関わる活動

は , 本来的に多かれ少なかれ政治的要因を含むもの として ､ すべ て ｢ 政

治活動+ で ある と いう こ と8子な･る で あろう ｡ (答弁書 (19 89 . 6 . 2 8) 日

弁連 1 989 a : 16 5 貫)

これは ､ 日弁連の 目的に つ い て先に挙げた日弁連の答弁書(198 9 . 6 . 2 8)

の 引用箇所 すなわち ､ 弁護士法1 条 に規定され弁護士の社会的使命に

関わる活動も日弁連の活動目的範囲だと いう主張 一 に続い て展開された

部分である ｡ 弁護士法 1 条は ､ ｢ 基本的人権の擁護+ と｢ 社会正義の 実現+

に向けて努力する ことを社会的使命と して弁護士 に課して い る ｡ こ こ で は ､

弁護士法1 条によ っ て弁護士に課された こ れ ら社会的使命を達成するため

の活動が ｢本来的に+ 政治的要因を含むもの である ことが指摘される ｡ そ

の ような問題を日弁連が取
_
り上げる こ と が･ ｢ 政治活動+ にあたる の であれ

ば ､ 弁護士 の社会的使命を達成するため の 日弁連 の活動がすべ て ｢ 政治活
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動+ にな っ て しま い ､ 弁護士に課された社会的使命を日弁連が果たせなく

な っ てしまう ｡ こうして ､ 弁護士に課された社会的使命が政治的要因を不

可避的に服務もの である こ とを指摘する こ と で ､ 政治的要因を含む問題は

｢ 政治問題+ だか ら 日弁連が活動する こ とは ｢ 法律上許されない+ と いう

原告の考えが批判されて い た ｡ こうして 日弁連は ､ 弁護士に課された社会

的使命を果たすために日弁連が行う活動は政治的要因を含んで い るからと

い っ て ､ 日弁連が禁じられ て い る目的外活動にあたるもの で はな い と主張

した の であ っ た ｡

日弁連は ､ さ らに政治的要素を含む活動に つ き ､ 単に弁護士に課された

社会的使命が政治的要素を含ん で い て両者を分離する こ と は困難だと言う

だけでなく ､ 政治的要素を含む ｢ 政治運動+ と い う概念を用 い て ､ 日弁連

の活動の範囲を論じる こ と自体を批判して い た ｡

｢ 政治運動+ の 概念はもともときわめて不明確で あ っ て ､ その内容は ､

論者によ っ て , どの ようにも変化しうる ｡ したが っ て ､ 日弁連と して は ､

こ の よう に不明確な概念をも っ て ､ 日弁連活動に対する評価の基準にし

て はならな い と考えて い る ｡ / かり に ､ ある 日弁連 の運動が ､ 何らかの

意味で ｢ 政治的要素+ を強く含んで い ると いえる場合であ っ ても､ その

運動の可否は ､ ｢ 政治運動である の か , な い の か+ を基準として決定さ

れる べ きもの でなく ､ そ の 運動に関する会内合意の結論によ ? て 決定さ

れる べ きもの である ｡ 上れも弁護士自治の本旨の現れ の
一

つ で ある ｡ (被

告準備書面 (199 0 . 6 . 14) 日弁連 1990 d : 1 0 5 頁)

こ こ で は ｢ 政治運動+ の 概念が ｢ 論者によ っ て ､ どの ようにも変化しう

る+ ｢ き･ わめ て不明確+ なも の である こ と が指摘 される ｡ ｢ 政治運動+ が

その ような暖味な概念であると いう ことは , ｢ 政治運動+ にあたるかどう

かは ､ 日弁連 の活動を評価する際 の基準として は適さな い こ とを示唆する

ことになる ｡ 代わりに提示される の は , 日弁連の運動の可否は ｢ 会内合意
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の結論によ っ て決定される べ き+ と いうもの である ｡ こ の 主張は ､ ｢ 弁護

士自治の本旨+ が根拠として挙げられて い た ｡

原告は ､ 日弁連 の法人目的は弁護士法45 条2 項に規定され て おり ､ こ れ

か日弁連の活動の範囲を劃す基準であるから､ 日弁連総会で 国家秘密法に

対する反対決議を行 っ た ことは日弁連の 目的範囲外の活動にあたると主張

して い た ｡ これに対して 日弁連は ､ 日弁連 の活動のうち ､ 弁護士の社会的

使命に関わる活動は本質的に政治的要素を帯びて い る こ と ､ ま た ｢ 政治的

活動+ の 概念が唆昧である こ と から､. その活動が政治的要素を帯びて い る

か どうかは日弁連の活動の範囲
.
を劃す基準として は不適当である と主張し ､

弁護士自治を根拠に ､ 会内合意によ っ て決定されたかどうか で 日弁連 の運

動の可否を判断す べ き こ とを主張して い た ｡ こ こ で は明確に主張され て い

る わけで はな い が ､ 国家秘密法ぺ の 反対が日弁連給会で多数決により可決

されたということは ､ ｢ 会内合意の結論によ っ て 決定+ さ れ たと いう こ と

であるから ､ 日弁連による国家秘密法 へ の 反対活動は日弁連の 運動と して

正当性を持 っ て いる こ とを意味する ｡ こう して ､ 日弁連は ､ 弁護士自治を

理念的根拠として用 い る こ と に より ､ 会内合意があ っ た と いう事実から ､

国家秘密法に村する反村運動を行っ た ことを妥当な活動として位置づ けた

の であ っ た ｡

だが ､ 日弁連 の運動の可否が会内合意によ っ て 決せられる J < きだ と い う

日弁連の主張は ､ 会内合意の方法の適切性や会内合意の拘束力をめぐ っ て ､

原告から反論を受ける こ と にな っ た ｡

3 . 会内合意があると いうこと

会内合意の有無を日弁連の活動の是非の判断基準とすべ きだと いう日弁

連の主張は ､ 弁護士自治と いう理念を根拠とするもの であ っキため ､ こ れ

に対して正面から反論する ことは困難 であ っ た と思われる ｡

だ が ､ 日弁連 の運動活動の 可否が ｢会内合意 の結論+ によ っ て決まると
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い う日弁連の 主張は ､ 会内合意があれば, 日弁連は い かなる活動も可能な

の か ､ また日弁連の会内合意はどこま で会員を拘束する のかという点で反

論される ことにな っ た ｡

被告日弁連は ､ ･ - ･ ･ ( 中略) - - 強制加入団体として ､ 同法第45 条第

1 項 により直接設立された公法人であり ､ その 目的は ､ 同条第二項によ

り - - ( 中略) - - 規定されており ､ 被告日弁連が ､ その名に於 い て ､

｢ 修正案を含む所謂国家秘牽法に反対+ と い う特定の 立場に立 っ て 政治

運動をする こ とは辞されず､ ま してや ､ その ような政治運動を ｢ 国民 の

人権擁護+ の 問題 にすりかえ ､ 被告日弁連 の組織体として こ れ に反対す

る旨の総会決議をなした ことは ､ 被告日弁連が ､ 原告ら会貞 に対し ､ ｢ 基

本的人権の擁護+ と ｢ 社会正義 の実現+ と いう弁護士の使命の意義､ つ

まり価値に つ い
.
て の解釈権を主張するもの であ っ て ､ こ れは ､ 憲法によ

っ て保証(
マ マ) され て い る原告らの思想 ､ 良心 の自由を認めず､ ひ い て は

国民の基本的人権の存立の基盤を危うくするもの であ っ て ､ こ れが許さ

れな い こ と は言をまたな い ｡ (原告準備書面 ( 二) (199 0 . 2 . 8) 日弁連

19 90 b : 1 18 - 1 19 頁)

日弁連は ､ 弁護士自治を根拠として会内合意があ っ た か どうかが日弁連

の運動 の可否を決する基準 で ある ベ きだ と主哀して い た ｡ こ こ で は ､ その

ような日弁連の主張が批判され て い る ｡ 原告はまず､ 日弁連は強制加入団

体として弁護士法4 5 条1 項 によ っ て 設立された公法人であ っ て ､ その 目的

は同条2 項に規定されて い る ことを指摘する ｡ 弁護士法4 5 条2 項に規定さ

れ て い る 日弁連の 目的は ､ ｢ 弁護士の氏名及び戦務にかんがみ ､ その 品位

を保持し､ 弁護士 の事務の 改善進歩を図るため ､ 弁護士及び弁護士会の指

導､ 連絡及び監督に関する事務を行うこと+ とされて い る の であ っ て ､ ｢ 特

定の 立場に立 っ て 政治運動をする こ と+ は ､
こ こ で規定され て い る 日弁連

の 目的外わ活動にあたるから許されな いと指摘する｡
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さら に､ 日弁連が国表秘密法 へ の 反対 と いう ｢ 政治運動を 『国民の 人権

擁護』 の問題+ だと位置づけて ､ 総会で議決した ことに つ い て ､
これ は 日

弁連が ｢『基本的人権の擁護』 と F 社会正義の実現』 と い う弁護士 の 使命

の意義+
_
と い っ た価値の具体的な内容を日弁連が決するもの であり ､ ｢ 基

本的人権の擁護+ や ｢ 社会正義の実現+ と い っ た ｢価値に つ い て の解釈権+

を日弁連が持 っ て い る こ とを主張する こ とを意味して い る から ､ 政治的立

場を異にする ｢ 原告らの思想 ､ 良心 の自由+ を侵害するもの で あり ､ ｢ 国

民の基本的人権の存立の 基盤を危うく+ するもの だと批判した ｡ つ まり ､

原告らは ､ 日弁連が会内合意の有無が 日弁連の 活動 の可否を決する と主張

する際に弁護士自治を理念として援用 して い たの に対し､ こ の弁護士自治

そのも の を批判する の で はなく 弁護士自治と いう理念は弁護士法にも

言匝われて い る理念であるため ､ こ れに対しては正面から反論する ことは固

難である ､ 会員の ｢ 思想､ 良心の自由+ と いう憲法によ っ て保障され

て い る別 の理念を援用する こ と に よ っ て反論した の であ っ た ｡

原告らによる こうした批判にもかかわらず､ 日弁連が会内合意によ っ て

活動の可否を決しうると主張したの は ､ 日弁連 に高度の自治権や自律権が

認められて い る こ と に よる ｡

日弁連には ､ 後述の とおり ､ 広範な自治権が認められ て い る ｡ した が

っ て＼ 弁護士法所定の 目的を ､ 国家社会の現実的状況に照らして どう解

釈し､ その 実現の ため に ､ どの ような事業 ･ 活動を行うことが最も適切

であるかは ､ 所定の手続によ っ て確定された会員多数の意思に基づき､

日弁連の意思決定機関が ､ す べ て自主的に決定しうる の である ｡ ･ - ･ ･( 中

略) - ･ - ( 弁護士法は) き わめ て高度で広範な自治権を日弁連に認めた

の である ｡ / したが っ て ､ 弁護士法4 5 条2 項 の 日弁連 の 目的規定を具体

的に どの ように解釈し､ その 目的実現の ために ､ どの ような事業活動を

行うことが必要か つ 適切 であるかは1 日弁連が高度に自治権な い し自律

権に基づ い て ､ 自らの意思決定機関にお い て決定しうるもの である ｡ -
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- ( 中略) - - / 本来､ 日弁連は ､ 法律専門職の集団として自己の 活動

の範囲 ･ 方法を自主的に定めうるの であ っ て ､ その外延を決すの は同法

4 5 条2 項 で はなく同法1 条なの で ある ｡ (被告準備書面 (1990 . 6 . 14)

日弁連 19 90 d
■
: 10 6 頁)

こ こ で は ､ 日弁連が弁護士法によ っ て広範な自治権を与えらえて い る こ

とを根拠として挙げる ことにより ､ 日弁連の 目的や活動内容を自主的に決

め得る こと ､ その外延を決する の は弁護士法1 条の弁護士の社会的使命で

ある ことが主張されて い た ｡ こう して ｢ 自己 の活動の 範囲や方法を自主的

に定めうる+ ｢ 法律専門職の集団+ と し ての 日弁連像が提示されて い
p
f= ｡

その ような自己像は ､ 単に弁護士や弁護士会の指導､ 監督にとどまらず､

人権擁護や社会正義に関わる活動を行うことを根拠づ ける の に適合的な自

己像であ っ た と思われる ｡ だが､ 日弁連が自治権や自律性を根拠に ｢自己

の活動の範囲や方法を自主的に定めうる+ と主張した こ と は ､ 日弁連によ

る会員統制と いう観点から批判を受ける こ と にな っ た ｡

Ⅲ . 日弁連 の自律性と ｢ 支配 一 従属+ 関係

1
. 自律性強調の パ ラ ド ッ クス

原告らは ､ 日弁連が公法人で あり ､ 目的外 の活動は許され て い な い こ と･､

日弁連の 目的は弁護士法4 5 条2 項に規定され て い る ことを根拠として用 い

る ことで ､ 日弁連を弁護士や弁護士会に対する指導､ 監督の みを行う存在

として位置づけて い た ｡ そして ､ 強制加入団体である 日弁連が会員間で意

見の分かれる価値に関わる政治問題に つ い て決議する こ とは ､ 少数派の思

想 ､ 良心の自由を侵害する恐れがあると主張したの であ っ た ｡ こ れ に対し

て ､ 日弁連は自己を高度の自治を与えられており ､ 自主的 ､ 自律的に活動
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範囲や活動方法を決定しうる法律専門職団体として位置づけて い た ｡ それ

は 日弁連が会内合意によ っ て自己の目的や活動範囲を決定し ､ 活動する こ

とを根拠づけるもの であ っ た ｡

だが ､ 日弁連が強制加入団体であるため ､ こ の ように日弁連が弁護士自

治を根拠に ､ 自己の活動範囲を自ら決める ことが できやの だと主張して ､

活動する ことは ､ 日弁連と会員との関係が支配 ･ 被支配の 関係にあたり ､

日弁連 の指導や監督は公権力 の行使に類するも の と位置 づけられ て ､ 会貞

の基本的人権の侵害にあたる と い う批判を受ける こ と にもな っ た ｡

被告日弁連は ､ 我が国に於ける全てq) 弁護士並びに弁護士会の強制加

入団体であり ､ 被告日弁連と原告ら会員との 関係は ､

- ( 中略)
.

- 国家

と国民との 関係同様､ 支配と被支配の 関係にあ っ て ､ 被告日弁連は ､ 所

執 ｢ ス テ
ー ト エ イ ジ ェ ン シ ー

+ ､ 即ち ｢ 国家機関+ と同様に見倣され

る べ きである ｡ / 従 っ て ､ 被告日弁連が ､ 弁護士法第45 条第2 項に基 づ

い て会員に対 してなす指導､ 連絡 ､ 監督行為は ､ 公権力の行使と同様に

考える べ き であり､ こ れ により原告ら の基本的人権が侵害された場合は ､

国家 が ､ 国民 に対し , 憲法によ っ て 保証(
マ マ) して い る基本的人権を侵害

した場合と同様 ､ 原告ら会員の 具体的権利とし
■
て の ｢ 基本的人権+ を侵

害したも の と考える べ き である ｡ ( 原告準備書面 (199 0 . 6 . 1 4) 日弁連

19 90 d : 1 0 1 頁)

こ こ で は ､ 日弁連と会員との 関係を国家と国民との 関係の類推を用 い て ､

日弁連による会員 - の ｢ 指導､ 連絡 ､ 監督行為+ が国家による国民 へ の ｢ 公

権力の行使+ に類するもの として位置づけられて い る ｡ 国家が国会の議決

に基づ い て国民に
一

定の 政治的立場をとるよう公権力を行使する こ と は ､

憲法で保障され た思想 ･ 信条の自由に反する ｡ こ れ と同様に ､ 日弁連が総

会決議に基 づ い て ､ 国家秘密法 へ の 反対と いう政治的立場をとるように会

員を指導､ 監督する こ と は ､ ｢ 会員 の具体的権利として の 『基本的人権』
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を侵害+ すると いう の で ある ｡

先 に検討して お い たように ､ 日弁連は ､ 国家秘密法に反対する総会決議

を行 っ た÷とを根拠づける過程で ､ 高度に自律性を持づ専門職団体として

自己を位置づけて い た ｡ 原告は日弁連によるその ような位置づ けを利用 し

て ､ 日弁連を ｢『ス テ ー ト エ イ ジ ェ ン シ ー 』､ 即ち 『国家機関』 と同様に見

倣される べ き+ も の として位置づけたの であ っ た ｡ 日弁連が国家機関と同

様にみなされる べき存在である と いう こ とは ､ 日弁連による行為を ｢ 国家

行為 ( st a t e a c tio n) と見な して ､ 憲法の規定を直接適用す べ きだと の議

請+ ( 長谷部 19 96 : 140 頁) に つ ながる ｡ その結果 ､ 日弁連が会員に対す

る行為は公権力の行使と同様のもの と して位置 づ けられる こ と にな っ たの

であ っ た｡

こ の ように ､ 日弁連が ､ 専門職団体として自治性や自律性を強調する こ

とは活動範囲や活動日的などを自主的に決定できる ことを根拠づけるには

連合的だ っ たかもしれな い が ､ 日弁連の決議による会員の言動に対する拘

束力と いう点で ､ 原告が提示して い た日弁連像を支持する ことにも つ なが

るも の でもあ っ た ｡

2
. 稔会決議の拘束力

日弁連が国家秘密法 へ の 反村と いう個 々 の 会員の間 で政治的意見 の分か

れる総会決議を行 っ た と して も ､ それ が会員 の言動を拘束するもゐでなけ

れば ､ 日弁連 の給会決議が会員の思想 ､ 良心 の 自由を侵害する と いう原告

側の主張は弱 いも の にな っ て しまう ｡ 日弁連 の 主張する会内合意は総会決

議を指して い た ことから､ 給会決議が会員に対してどの程度の拘束力を持

っ の か が争われる こ
‾

と にな っ た ｡

本件総会決議は ､ 被告も自認するとお l) ､ ｢ 被告日弁連の - ( 中略)

- 『国家秘密法反対』 と いう目的を達成するため の確立した最高の運動
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方針+ と して の被告の総会決議であ っ て単なる ｢ ス ロ
ー ガ ン+ で はなく､

組織として の被告日弁連のみならず､ 被告の会貞である原告ら
.
をも拘束

する こ とを志向する行為である ことは本件決議自体の内容及び被告の主

張 - ( 中略) - か ら
■
も明らか である ｡ / と こ ろ で ､ ｢ 運動方針+ と は ､

団体が 一

定の 目的･を達成する ため ､ 組織を挙げて の 組織的 ､ 継続的行動

をなすための指導的な方針を いうもの で ､ 団体は ､ 採択された運動方針

に基 づ い て自らの運動をなし ､ - ( 中略) - こ れ に反する行動は ､ 団体
l

の み ならずその構成員をも拘束するもの である ことは公知めことである ｡
＼

/ した が っ て ､ ｢ 運動方針+ は ､ 必然的に ｢ 団体の 政治運動の指針+ ･ と
r

して の意味を持 つ もの であり ､

.
当該 ｢ 運動方針+ を森沢す阜ことにより､

当該団体がとる
一

定の 政治的立場並びに こ れ に基? く具体由な行動を団

体の内外に明らか にし､ こ れ に反する立場 の者は ､ 団体の内外を問わず

対決して い く と の内容 の宣言を意味する ｡ ･ - ( 中略) - 被告の こ の よう

な行為はこ･ これ に反対の原告らの思想 ､ 良心 の自由を侵害する (後略)

( 原告準備書面 (1 990 . 4 . 19) 日弁連 199 0 c : 80 頁)

団体の運動方針とは ｢ 団体が
一

定の 目的を達成するため ､ 組織を挙げて

の組織的 ､ 継続的行動をなすため の指導的な方針+ の ことであり､ ｢ 団体

の みならずその構成貞をも拘束する こ とを志向する ｡+ それ は ｢ 団体の 政

治運動の指針+ として の意味を持ち ､ 団体の とる ｢ 政治的立場+ や ｢ 具体

的な行動+ を内外に明らか にするとともに ､ それ に反対する者に ｢対決し

て い く との内容の 宣言を意味+ する ｡ それゆえ ､ 日弁連が総会で議決した

国家秘密法反対の 運動方針を議決 した ことは ､ こ の 運動方針が日弁連にと

っ て国家秘密法に反対する ｢組織的､ 継続的行動+ の ｢ 指導的な方針+ で

あ っ て ､ 日弁連の構成員である弁護士を拘束する よう志向するもの である

ことを意味する ｡ こ の こ と は日弁連の会員たる弁護士 にも国家秘密法に反

対するよう強要する こ と になり､ 日弁連が同運動方針を議決した こ と は ､

こ れ に反対する原告らの ｢ 思想 ､ 良心 の自由を侵害する+ と い う の である ｡
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こう して ､ 原告は ､ 総会決議が日弁連と いう組織にと っ て持つ 意義と い う

観点から ､ 日弁連の総会で の 国家秘密法反対の決議が会員の言動を拘束し､

思想､ 良心 の自由を侵害するもの として位置づ けたの であ っ た ｡

興味深い ことに ､ 原告は ､ 日弁連 の活動範囲に つ い て は被告日弁連と意

見を異にして い たにもかかわらず､ この 主張を通して ､ 疲告と同様に ､ 自

主性や自律性を持 つ 存在と して の 日弁連像を提示 して い た ｡ それ は次の よ

うにして であ っ た ｡ 原告はまず､ 国家秘密法に反対すると いう｢ 運動指針+

が日弁連自身によ っ て ｢ 採択さ れ+ ､ それ に基 づ い て 日弁連 の ｢ 具体的な

行動+ が と られ た と いう事実を指摘する ｡
一

定の 目的や政治運動方針を自

ら ｢ 設定+ し､ そ の ｢ 目的の達成+ に向けて ､ 自ら ｢ 組織を挙げて+ ｢ 組

織的 ､ 継続的+ に活動に取り組み ､ こ れ に反対する者と対決して ゆく組織

は ､ 自律性を持 っ た組織と言うことが できる ｡ この ように して ､ 原告は日

弁連を自律性や自主性を備えた組織として位置 づ けた の であ っ たム こ の こ

とは ､ 以下 で検討するように ､ 日弁連の決議が会貞に対して拘束力持 っ て

い る と い う主張を行う の に連合的であ っ た と思われる ｡

原告らは ､ 別 の箇所では ､ 日弁連を会員に対する強い拘束力を持 つ 存在

としても提示して い た ｡ 弁護士は ､ 弁護士倫理規程
(10)
によ り日弁連の決議

を遵守する義務を負 っ て い る ( 旧弁護士倫理規程第4 条) (
1.1)
｡ 原告らが日

弁連の総会決議に反対する こ と は弁護士倫理規程 に反するだけでなく ､ ｢ 本

質的に ､ 被告日弁連の組織体と して の多数決原理を否定し ､ その結果 ､ 日

弁連の存立自体に対する挑戦行為とも いう べ き行為+ にあたる ｡ それ ゆえ

日弁連総会決議に反対する原告らの行為は ｢ 弁護士法第56 条第1 項所定の

『被告日弁連の秩序又は信用を害する非行j と いう懲戒事由に該当するか

ら(
12)
､ 原告らは懲戒を受ける恐れがある+ と いうの である ( 原告準備書面

( 19 89 . 12 . 14) 日弁連 19 90 a : 90
-

9 1 頁) ｡ こ こ で は†
p
原告らは ､ 弁護士

倫理に規定されて い る日弁連の決議の遵守義務を根拠と
■して援用する こと

で ､ 原告ら分子日弁連の総会決議に反対する こ と で ば懲戒を受ける恐れがあ

る と主張した ｡ こ こ で は明示的に言及されては い な い が ､
これ は懲戒処分
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の 可能性と いう威嚇により会員を統制しうる存在として 日弁連像を提示す

るもの であ っ た ｡ その ような日弁連像は ､ 日弁連が懲戒の可能性と いう威

嚇をも っ て総会決議の内容を強制すると いう点で ､ 会員の思想 ､ 良心の自

由を侵害する可能性があると いう主張とも連合的であ っ た ｡

一

方 ､ 日弁連が提示して い た自己像は ､ 自律性や自治性を持 つ と い う点

で原告の提示する日弁連像と共通して いた ｡ だが ､ 日弁連は ､ 総会決議の

拘束力に つ い て 原告らとは異なる位置 づけを行うこと で ､ 原告らの 主張に

反論した ｡

日弁連活動にと っ て ､ ｢ 最高の運動方針を定めた+ ものと して の本件

決議 は ､ ｢ あくまでも組織体として の 日弁連 の機関活動に関わるも の で

あ っ て ､ 構成員 である会員個人の 思想 と
■

表現 の自由には全く関係がな

い+ の で あり ､ ｢ こ れ に反対する会員の権利と自由は保障され て い･る+

し ､ ｢ 日弁連と して の抽象的な意見の 表明にと どま っ て い る本件決議は ､

｢ い かなる法律効果も伴わな い 事実行為+ で ある ｡ ( 被告準備書面 (1 9

90 . 2 . 8) 日弁連 1990 b : 122 頁)

こ こで は先ず､ 日弁連総会の決議が ｢組織体と.して の日弁連の機関活動

に関わるもの+ と して位置 づけられる ｡ こ れ は ､ 日弁連総会の決議が日弁

連の機関として の 活動に村して
一

定の拘束力を持 つ こ とを意味する ｡ だが ､

｢ 本件決議+ は ｢ 構成員である会員個人の思想と表現の自由には全く関係

がな い+ も の と して位置 づけられる の である ｡ 原告が主張する ように ､ 弁

護士法4 5 条2 項 にお い て , 日弁連 は ｢弁護士及び弁護士会 の指導､ 連絡及

び監督に関する事務を行う+ もの とされ て い る こ とを理由に ､ 日弁連の 総

会決議が会員に対する拘束力を持 つ の であれば ､ 本件に関する総会決議も ､

会員に対する拘束力がある ことにな っ て しまう ｡ そ こ では ､ 日弁連の 決議

を･その ように位置づける の で はなく ､ ｢月弁連 の機関活動に関わるも の+

与して位置づ ける こ とに より ､ ｢ 会員個人の思想と良心の自由には全く関
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係がな い+ もの として ､ 給会決議を位置づ けた? で あ っ た ｡

さら に､ こ こ で は ､ 本件決議は｢抽象的な意見の表明にと どま っ て い る+

もの で ｢ い か なる法律効果も伴わな い 事実行為+ と して位置づけられて い

た ｡ 総会決議が ｢抽象的な意見 の表明に と どま+ るもの であると いう こと

は , それは個 々 の ケ ー

ス に関連する具体的な内容を持 つ もの でもな い と い

う こ と になる ｡ それゆえに ､･ ｢ 意見の表明+ であ っ て も ､ 具体的な規範と

して会員に対して拘束力を持 つ も の で はな い と いう こ と になる ｡ 続けて ､

_

こ こ で は ､一本件決議が単なる ｢事実行為+ であ っ て ｢ い かなる法律効果も_

伴わな い+ も の とされ ､ 日弁連の こ この 会員に対する拘束力は明確に否定

される の で ある ｡

こう して ､ 本件総会決議は ｢ 最高の運動方針を定めた+ も の で はあるが ､

そ れ は会員に対して何 らか の具体的な思想や表現活動を拘束するようなも

の で はなく ､ 単なる ｢ 抽象的な意見の表明+ に過ぎな い も の として位置づ

けられた の であ っ た ｡ 日弁連は､ 総会決議をこ の ように位置づ ける ことに

よ っ て ､ それ が会員の思想信条の自由を侵害する こ となく ｢ 最高の運動方

針+ と して位置づける こ とが できた の で あ っ た ｡

以上の こ とをまとめる と次の ようになる ｡ 原告らも被告日弁連も ､ 日弁

連 の 活動目的や総会決議の効果に つ い て 論 じる中で ､ 様々 の方法を用 い て

日弁連像を提示して い た ｡ 原告らは ､ 日弁連を会員である弁護士や弁護士

会 の指導等 の監督事務を行うことを目的とする存在として置づ けた ｡ 日弁

連をこ の ように位置づける ことは ､ 会員の 間で意見に大きな対立の ある間･

題 や政治的な問題 それらは通常 ､ 弁護士や弁護士会に対する監督事務

に関わる問題 で はな い
- が 日弁連 の活動の範囲外の問題 であ っ て ､ 日弁

連が活動する こ と が許されな い 開署として位置 づける こと でもあ っ た ｡ 原

告らはまた ､ 総会の決議事項に つ い てを戒の可能性 によ っ て会員を拘束し

うる存在として 日弁連蔵を提示して い た ｡ こ れ は ､ 会貞に対する強 い 統制

力をも つ も のとして 日弁連を位置づける こ とであ っ た ｡

一

方､ 日弁連は ､ 自己の 活動目的や活動範囲をめぐ っ て は ､ 自己 の活動
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範囲を自己によ っ て決する ことの できる自治性や自律性の高 い法律専門職

の 団体として の自己像を提示 して い た が ､ 総会決議の性格に つ い て は ｢ 抽

琴的な意見の表明+ にすぎな い もの と して位置づ け､ 会員に対して強力な

拘束力を持たな い存在と して自己像を提示して い た ｡ その ような自己像は ､

日弁連にと っ て は ､
一

方で強制加入制度を維持しつ つ も ､ 本件で問題とさ

れた国家秘密法案 - の 反対活動を行うことを正当化する上 で連合的な自己

像であ っ た ｡

Ⅳ . 日弁連 の自己像の可変性をめ ぐっ て

むすびに代えて

日弁連は ､ こ の訴訟にお い て提出
.
した答弁書や準備書面な どを通 して自

己の運動目的や その 活動範囲に つ い て論じる中で ､ 自治性や自律性を備え

た法律専門職団体として の自己像を提示して い た ｡
‾
日弁連にと っ て ､

■
自己

を
●

この ように位置づける ことは ､ 政治的要因を持つ 内容 の決議や活動をす

る の に適合的であ っ た と思われる ｡

日弁連が高度な自治性や自律性を持つ こ とを強調する こ と は ､ 構成員 -

の 強力な統制 ､ 懲戒による拘束力の存在を示唆する こ と になる ｡ だが ､ そ

れ で は日弁連による総会決議が会員を拘束し､ 思想 ･ 良心の自由を侵害す

る可能性のある ことにな っ て しまう . それ ゆえ ､ 日弁連は ､
p
総会決議を｢抽

象的な意見の 表明+ に過ぎず､ 構成員に対して弱 い拘束力しか持たな い も

のとして位置づける必要があ っ た ｡

こ の ように ､ 日弁連は ､ 一

方で は ､ こ の訴訟を通して ､ 自己の活動範囲

を自己によ っ て決する ことが できると いう点で専門職団体と して の高 い 自

律性や自主性を持つ 存在と･ して自己を提示して い たが ､ 他方で は ､ 総会決

議が抽象的な内容の事実行為にすぎな い もの と して位置づ け､ 構成貞に対

する弱い拘束力 しか持たな い存在として自己を提示して い たの であt ' た ｡
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日弁連総会決議無効確認訴訟を通して 日弁連が提示した こ の ような日弁

連像は ､ , 訴訟前から日弁連が有して
い たも の だろうか ｡ 先 にバ

ー によ る社

会構築主義の説明で確認して お い た ように ､ 社会構築主義では何らか の客

観的な世界像がア ･ プリ オリ に存在して い る と は考えな い ｡ 社会構築主義

で は ､ 日弁連の自己像がア ･ プリ オリ に存在して い る と は考えず､ は じめ

に言及してお い た ように ､
. 日弁連の自己像は , 日弁連が訴訟過程で準備書

面な どを通 して具体的な問題 に対処する過程で ､ 自己の あり方に言及する

こ とを通して構成された の だ と考える ｡

も っ とも ､ 日弁連が提示する自己像は ､ その 時そゐ時にお い て ､･ 日弁連

を取り巻く状況や月弁連が対処しようとする問題の性質とy
､ っ た マ ク占的

な状況 の影響を受け畠可能性がある ｡ 日弁連が例えば政府との対決姿勢が

より強く ､ また対処す べ き間琴が日弁連ある い は弁護士の 日頃の活動に密

接に関わる問題の場合には ､ 日弁連の決定事項に対する弁護士 へ の統制 の

可能性は ､ 本件よりも強く提示される可能性がある ｡

本稿で検討してきたケ
ー ス と同様に , 弁護士 の懲戒との関係で弁護士自

治の あり方が問われたケ
ー

ス と して ､ 1 9 78 年頃 の 弁護人抜き裁判特例法案

に対する反対運動を取り上げてみよう
(13)
0

1 97 7 年10 月頃､ 当時活発だ っ た過激派事件の刑事裁判に際して ､ 訴訟を

円滑に進めるため に ､ 裁判官が ､ 例えば東大事件に つ い て被告人をグ ル
■

-

プ毎に分離公判にしたり ､ 国選弁護人の辞任を認めずに弁護人不在のまま

公判を進めた.り ､ 連合赤軍事撫で は公判期日を1 00 回指定するな どの訴訟

指揮を行 っ た ｡ こう した裁判所の動きに対 して ､ 弁護人が裁判所の訴訟指

揮を批判して法廷が混乱 したり ､ それに対 して法廷秩序に関する法律に基

づ い
■

て 弁護人に制裁がなされたり ､ 懲戒請求がなされるな どの できごとが

あり ､ 裁判所と弁護士との対立が強ま っ て い た ｡ こ う した背景のなか で ､

法廷審理の進行を促進するため に ､ 弁護人が出廷しなか っ たり途中で退廷

した場合には ､ 必要的弁護事件であ っ て も弁護人抜きで開廷審理できる よ

う刑事訴訟法を改正する という法案が法制審議会に諮問された ｡ こ れが弁
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護人抜き裁判特例法案問題である ｡ こ の弁護人抜き裁判特例法案は法制審

議会で可決されて第84 国会に上程されたも の の ､ 最終的には第8 7 国会で廃

案とな っ た ｡ それまで の 間､ 日弁連は ､ 弁護人抜き差番特例法案阻止対策

本部を設置したり ､ 司法シ ン ポ ジウ ム を開催したりして ､ 反村運動を続け

たの であ っ た ｡

こ の弁護人抜き裁判特例法案は ､ 弁護活動の あり方ならびにそれに対す

る弁護士会の対応の あり方が問われた問題 であ っ た｡ それ ゆえに弁護士は

こ の問題 へ の 対処に つ い て論じるなか で ､ ある い は この 間題 に関する発言

をする中で ､ 社会における弁護士や弁護士会の あり方に つ い て も言及する

こ
■
と にな っ た ｡

当時､ 日弁連 の会長や事務総長､ 『自由と正義』 誌編集委員長らによる

座談会で は ､ 日弁連 の活動範囲に つ い て次の主張が見られた ｡ こ れ は ､ 弁

護人抜き裁判特例法案に対する 日弁連の 反対運動それ自体で の発言 で はな

い が ､
こ の 当時､ 弁護人抜き法案に対して ､ 日弁連は強く反対すると

_
とも

に ､ 政府に対しても市民に対しても ､ こ の法案 へ の反対の働きかけを強め

て い たと い う状況を考える ならば ､ こ の 法案 へ の 反対を念頭 に置 い た発言

と考えられる ｡

辻 (前略) 日弁連は弁護士の利益になる こ とを中心 にして ､ L 政治運

･ 動をや っ て い る わけじゃ 1 - つ も■な い ん ですよ ｡ や はり弁護士 の社会的

責務を遂行して い く上 にお い て ､ どうしても政治活動に入らざるをえ

な い ( 後略)

樋口 ( 前略) 人権擁護を責務とする弁護士は ､. 政治に つ い て も団体と

して発言し ､ 行動する必要がある ･ - ( 中略) - そ れ で は無制限にそう

いうことが許されるの か - ( 中略)
.

- すぐれ て政治的な問題 ､ こ れ は

当然人権に影響を与えますけれ ども､ -

( 中略) - それ はもはや政治

団体の行うことで はな い か - ( 中略) - お の ずから -

( 中略) ･
- 限界

がある の で はな い か と ｡
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辻 い ろ んな課題のなか には ､ お のずから政治的な色彩の濃厚なの と ､

■ 人権的色彩の濃厚なの とあ っ て ､ ある程度区別は できますね ｡ したが

っ て 日弁連として の活動は人権的色彩の 濃厚なもの ､ 直接的なも の ､

こうした ことにや はりL集中して や ると い う こと で し ょうね｡ ( 座談会

19 76 : 6
-

7 頁)

こ こ で は
､ 日弁連の政治活動は ｢ 人権擁護+ と いう ｢弁護士の社会的責

務+ によ っ て根拠づけられて い た ｡ ただ ､ ｢ すぐれて政治的な問題+ は｢ も

はや政治団体の行うこ と+ で あ っ て ､ 日弁連の 政治活動には｢ お のずから+

｢ 限界があ+ り ､ それ は ｢ 政治的な色彩の濃厚の と ､ 人権的色彩甲濃厚な

の と+ はある程度区別が可能なことから ､ ｢ 人権的色彩の濃厚
_
なも の ､ 直

接的なもの+ で ある ことが日弁連の活動範囲を劃すとされて い た｡ こ こ で

は 日弁連 の活動範囲は問題 の性質によ っ て自ずと決まるも のとして位置づ

けられて いた ｡ そ しで ､ 本稿で検討してきた総会決議無効確認訴訟をめ ぐ

る議論で論じられたように ､ 弁護士法の規定によ っ て決ま っ て い るも のと

しても ､ また 日弁連 の自治や自律的決定によ っ て決めうるも のとしても ､

位置づ けられて い なか っ.f= ｡

総会決議無効確認訴訟で は ､ 日弁連決議 の会員に対する統制力 ､ ある い

は日弁連の決定に会員弁護士が違反した際 の 日弁連による懲戒可能性も畢

要なテ
ー マ の

一

つ で あ っ た ｡ こ の懲戒可能性に つ い て の議論は ､ こ の弁護

人抜き特例法案を巡る反対運動にお い ても同様に見られた｡

本稿で検討してきた訴訟過程にお い て言及され て い た日弁連の会員に対

する統制力とは ､ 日弁連の決定に会員が違反 した場合の懲戒可能性の こ と

であ っ た ｡ そ して ､ 原告が日弁連の絵会決定に違反すれば懲戒の可能性が

ある と主張する ことで ､ 懲戒の可能性によ っ て , 総会の 決定を会員に強制

しうる存在として 日弁連を位置づけて い た の に対して ､ 日弁連はその よう

な統制力を持たな い も の と して自己を位置づ けて い た ｡

一

方､ 弁吾人抜き裁判特例法案 へ の 反対運動の過程で日弁連が提示した
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『弁護士自治の 問題に関する答申書j で は ､ 刑事弁護のあり方に関連して

であ っ. たが ､ 弁護士会の統制力に関する主張が見られた ｡ そ こ で は ､ 弁護

士会は ｢弁護士に対し ､ 助言 ･ 援助をあたえる
'

と ともに ､ 指導 ･ 監督をな

すベ き+ もの とされ ､ ｢ 指導の 実質的な適正を期する こ と+ が必要とされ

て い た ｡ だが ｢ 弁護士会の指導等が弁護士会内の 十分な議論と批判に立脚

する ことが必要+ であり､ ｢ 弁護士会の指導に違反した場合には ､ その こ

とをふくめ て ､ 仝経過が総合的に認定された結果 ､ 懲戒事由 の成立に至る

こ と･もありうる の は ､ 当然の こ と と い う ベ き である+ と され て い た ｡ こう

して ､ 可能性の レ ベ ル で あ っ た は言え ､ 弁護士会や日弁連の指導に従わな

い場合の懲戒の 可能性が ､ 日弁連によ っ て提示され て い た ｡

日弁連が ､ _懲戒の可能性をも っ て弁護士を統制しうる存在と して自己を

提示した背景には ､ この 弁護人抜き特定法案を巡る議論の 中 で ､ 例 えば裁

判官の訴訟指揮に反対して出廷しなか っ たり途中で退廷する弁護士に対し

て弁護士会が実効性のある指導をして い な い こ とから､ 弁護士会の自律機

能が低 い の で はな い か と い っ た批判が政府よりなされ て い た と いう こ とが

ある ｡ こ の ように弁護士自治が適切に機能し て い な い 状況で は､ 弁護士自

治を制限す べ きだと い っ た議論も政府にはあ っ た ｡ その た め ､ 日弁連 にと

っ て は ､ 弁護士自治を擁護する こ とが重要でもあ っ た ｡ それ は ､ 会員たる

弁護士 へ の統制力を持つ 存在と して日弁連を提示する必要があっ た の だと

考えられる ｡ 日弁連 の弁護士自治に つ い て の答申 (1 978 年11月2 4 日) にお

い て ､ ｢ 弁護活動のあり方に関する弁護士会内の相互批判を強め ､ 正すベ

きもの は正し て い かなければならな い+ と い う立場からの提案がなされて

おり( 日弁連 19 81 : 2 78 頁) ､ 会員に対する統率能力の ある組織とし て弁

護士会が提示され て い た ｡

こ の ように ､ 日弁連が提示する自己像は､ 日弁連が置かれて い る状況に

よ ? て 変化し得る ｡ こ の こ と は 日弁連 によ っ て提示された自己像は固定的

なもの ではなく ､

,
B 弁連を取り巻くその時々 の 要因によ っ て変わる可能性

を示すとともに ､ 日弁連が提示して いた自己像は ､ 訴訟過程で答弁書な ど
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の 書面を通して日弁連が構成 したと いう社会構築主義的な視角の有効性を

示唆する ｡

構築主義の観点からみるならば ､ こ の訴訟を通して 日弁連が提示した自

己像は ､ 日弁連があらか じめ何らか の 自己像をも っ て い たも の が訴訟 の 中

で提示されたと いうの で はなく その よう. な問題が客観的に存在すると

い う見方を構築主義は否定する
-

, 訴訟 の 中で問題 に実践的に対処する

中で社会的に構築されたもの だと考える ｡ その ような日弁連の
一

自己像は ､

日弁連 による ｢語り+
- こ の 訴訟 で は ､ 日弁連が提出した答弁書や準備

書面などの書面における 日弁連の主張
- を取り巻く様々 の状況 ､ 例えば

原告 と の 関係や国家と の 関係 ､ 日弁連が自己像 に つ い て触れ ざるを得なく

な っ た状況が どの ような状況から発生した の か ､ な どの影響を受ける ｡ そ

れ ゆえに日弁連による ｢ 語り+ を取り巻く状況によ っ て ､ 日弁連が提示す

る自己像は異なる ｡

以 上 で検討してきた こ とをまとめるならば ､ 次の ようになる ｡ 日弁連が

社会の中 で果たす役割や日弁連が会員たる弁護士に対して果たす役割と い

っ たも の は固定的なもの で はな い ｡ それ は ､ 日弁連が問題 に対処しようと

する過程にお い て ､ 自己の あり方を説明する中で提示されるも の で あ っ て ､

その 時々 にお い て 日弁連を取り巻く環境の影響を受け得る ｡

日弁連や弁護士会が ､ 問題 に村処しようとする中で自己 のあり方に つ い

て言及した の は ､ 本稿で検討してきた総会決議無効確認訴訟や弁護人抜き

裁判特例法案 へ の 反対活動に限られな い ｡ 戟後､ 今日 の法曹養成制度が導

入される とともに弁護士法が制定されて以来､ 司法試験改革や弁護士法 の

改正など, 社会における弁護士の あり方に大きな影響を及ぼし得る問題は

数多くあ っ た ｡ また ､ 司法書士との業務範囲をめぐる争 い や ､ 当番弁護士

制度の導入な ど､ 社会における弁護士のあり方が問われた こ とは少なくな

い
｡ そ して ､ その とき どき にお い て ､ 弁護士を取り巻く環境は大きく異な

っ て い た ｡ 政府と の 関係を取り上げるだけでも ､ 戦後まもなくは ､ 政府と

協調的な関係にあ っ たが ､ 19 60 年代半ばの臨時司法制度調査会をめぐる政
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府と弁護士側との意見の対立の頃から両者の関係が対立的にな っ て ゆく ｡

本稿 で検討した総会決議無効確認訴訟や弁護人抜き裁判特例法案に対する

反対運動があ っ た の は こ の時期である ｡ その後 ､ 198 0 年頃にな っ て三者協

議会が始まる頃から､ 徐々 に両者の関係も対立的な色彩が弱くなると いう

経過を辿 っ て き た ｡ 本稿で検討してきた ことは ､ 政府との関係に つ い て の

こう した大きな変化は ､ 日弁連が提示する自己のあり方に? い て も影響を

及ぼ して い る可能性がある ｡

従来､ 社会における 日弁連のあり方に つ い て は ､ 弁護士の あり方となら

ん で議論され てきたこ例えば児玉 (19 70)
_
は ､ 日弁連 の果たす機能を ､ 会

貞登録や懲戒など対内的な側申を主とする自律的機能と人権擁護な どの対

外的側面を主とする社会的機能とに分類した上 で ､ 坂野 (1 970) とともに ､

日弁連が果たす両機能に つ い て論じて い る ｡ その 際､ 日弁連が社会的機能

を果たす こ と に つ )予て賛否がある こ とを紹介した上 で ､ ｢ 現代における法

律家のあり方+ の観点から ､ 日弁連が社会的機能を果たすことに理論的必

然性があると主張する の である (児玉 19 70 : 18 1 -

82 頁) ｡ ま た ､ 佐瀬 ･

吉岡 (2 004 : 2 98 頁) は ､ ｢ 弁護士会は弁護士の職務と して の延長上で個

人の弁護士で は できな い 活動に大きな役割を与えられ て い る現状にある+

と述 べ て い る ｡ こ の ように日弁連の機能をめ ぐる議論は ､ 弁護士 のあり方

をめぐる議論を強く反映したもの であ っ た ｡

本稿で検討してきた ことは ､ こ れ に対して ､ 社会における日弁連のあり

方や機能が ､
一

時的 であれ確定的に存在する の で はなく ､ 日弁連がその 時々

の問題 に対処しようとする過程で ､ 自己に つ い て言及することを通 して提

示されると いうも の である ｡ 弁護士 のあり方が日弁連の あり方に影響する

可能性はあるが ､ 社会にお ける弁護士の あり方も弁護士が問題に対処する

ために自己の ス タ ン ス
.
を説明する過程を通して提示されるも の である ｡ そ

れ ゆえ ､ 日弁連 の あり方は ､ 日弁連が い かなる マ ク ロ 的 別犬況にお い て ､

何 の ため に自己の あり方に つ い て 言及 したの か と いう点から検討する こ と

が必要である ｡
.
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註

( 1 ) この 法案には ｢ 国家秘密法+ の ほ か に ｢ ス パイ防止法+
'
と いう略称もある ｡

こ の 法案が議論さ れた当時 ､ こ の 両略称のうちの何れを使うかは ､ その語り手

の ス タ ン ス を表して い た と思われ る ｡ だが ､ 本稿は いずれかの 立場 に立 っ て 論

じるもの で はな い ｡ そこ で本稿 で は ､ 法案の 正式名称を略したもの に過ぎな い

と いう理由か ら､ 引用箇所を除い て は､ ｢ 国家秘密法+ の 名称に統
一

した ｡

( 2 ) 日弁連が こ れまで行 っ てきた活動 に つ い て は＼ 例えば
■
日弁連 (19 99) 参照｡

( 3 ) 自民琴は1980 年に ｢防衛機密に 関わる ス パ イ行為等の蛎止 に関する法律案+

を発表した後､ 1 98 2 年､ 19 8 4 年 に それ ぞれ第2 次案､ 第3 次案を発表して い る ｡

( 4 ) 国家秘密法立法化の 動きや それ に対す る 日弁連 の 動き に つ い て は､ 日弁連

(19 9 2) によ っ た ｡

( 5 ) 社会構築主義は ､ この ｢ 社会問題+ は人々 の ク レイム 申し立て がなされる こ

とに よ っ て社会問題と して 構築され る の で あ っ て ､ ク レイ ム とは無関係 に存在

するもの で はな い と考える ｡

( 6 ) 例えば､ 前田 (20 00) は統計的 に少年犯罪が激増 して い ると主張する ｡ 一 方､

河合 (20 0 4) は ､ 統計的に近年に微増して い る可能性を否定しな い もの の ､ 少

年犯罪が激増 して い る と い う主張 に は痩疑的で ある ｡ 社会構築主義の 立場か ら
は ､ ｢ 少年犯罪が激増 して い る+ と主張す る前田の 主張も ､ また逆に これ に批

判 的な河合の 主張も ､ ともに ｢少年犯罪が激増 して い る+ と い う想定した状態

を社会的に構築するもの と して 捉えられる ｡

( 7 ) その ような活動例 を紹介す るもの として ､ 市民生活と地域の 安全総合研究会

(20 0 4) ｡ また ､ 防犯 マ ッ プの 作成例に つ い て は ､ ･ 例えば､ 次の もの を参照 ｡

( 8 ) 少年犯罪 につ い て ､
こう した社会構築主義の観点から論じたもの として は ､

土井 (20 03) がある ｡

( 9 ) こ の 訴訟 に関連 して提出され た準備書面や訴状 ､ 判決な どの 文書は､ ｢ 総会

決議無効訴訟報告+ と して ｢自由と正義+ 誌 に断続的に掲載された ｡ 本稿で参

照 したり引用する書面は い ずれも ､ この ｢自由と正義+ 誌に記載され たもの を

も
_
と に して い る ｡ 本稿で これ らの 文書を引用する にあた っ て ､ 文書の名称をそ

の 日付と とも に記 した上 で , 引用文献や その 箇所を明記する ｡

(10) 20 0 4 年1 1 月10 日の 日弁連臨時怠会に お い て ､ 弁護士倫理 に替えて弁護士職務

基本規程 が制定され ､ 200 5 年4 月 1 日よ り施行される こと にな っ たこ

(l l) 旧弁護士倫理で は､ 4 条に決議遵守義務が定め られて い たが ､ 200 1 年制定の

現行の 弁護士倫理 で は決議遵守義務は削除され て い る ｡

(1 2) 弁護士法56条 1 項に規定さ れて い た ｢所属弁護士会の信用又 は秩序を害+ す

る ｢ 非行+ と い っ た懲戒事由は現在で は削除さ れて い る ｡

(13) 弁護人抜き裁判特例法案をめ ぐる以下 の 記述は日弁連 (19 8 1) に よる ｡
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